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青少年に関する条例

・青少年健全育成条例 ・青少年保護育成条例

（長野を除く４６都道府県が制定→長野県は市町村単位で制定）

○ 有害図書類

性・暴力等に関する表現が青少年の成長に悪影響を及ぼす可能性が

あるものとして、条例に基づいて指定された書籍、雑誌、ビデオディスク

等の出版物をいう。

○ 有害図書類の指定方法

① 個別指定

② 包括指定

③ 団体指定

④ 緊急指定



有害図書類の指定方法
① 個別指定

各自治体の青少年に係る審議会で出版物を１点ずつ検討し、その結果に

従って指定する方法。

指定された図書名が販売店に通知される。

② 包括指定

出版物のうち、青少年に有害な内容が基準以上の分量に達しているもの

について、審議会で審査することなく自動的に有害図書類とみなして指定す

る方法。

指定された図書名は販売店に通知されない。

③ 団体指定

条例により指定された業界団体が定めた審査基準等により、選定された出

版物を有害図書類とみなして指定する方法。

【例】 ビデ倫 ソフ倫 ＣＥＲＯ

④ 緊急指定

緊急的な対応が必要な出版物がある場合、審議会への諮問を省略して個

別指定・包括指定・団体指定の方法を採らず、首長が個別に指定する方法。



青少年の保護育成に関する都道府県条例規制事項一覧 （平成25年1月1日現在）

有
害
文
書
図
画
等
の
販
売
等
制
限

有
害
興
行
等
の
観
覧
の
制
限

有
害
広
告
物
に
対
す
る
措
置
命
令

有
害
が
ん
具
（
刃
物
類
）
の
販
売
制

限 有
害
が
ん
具
（
刃
物
類
以
外
）
の
販

売
制
限

有
害
文
書
図
画
等
の
販
売
制
限

有
害
が
ん
具
の
販
売
制
限

衛
生
用
具
の
販
売
制
限

み
だ
ら
な
性
行
為
及
び
わ
い
せ
つ
行

為
の
制
限

場
所
の
提
供
又
は
周
旋
の
禁
止

深
夜
外
出
等
の
制
限

古
物
等
買
受
及
び
質
受
等
制
限

有
害
薬
品
類
の
販
売
等
制
限

深
夜
に
お
け
る
興
行
場
等
へ
の
立
入

制
限

金
銭
の
貸
付
け
等
の
制
限

射
幸
心
誘
発
行
為
の
禁
止

(

有
害
遊

技
制
限
）

危
険
物
所
持
の
禁
止

飲
食
店
等
へ
の
立
入
禁
止

風
俗
営
業
所
内
へ
の
立
入
禁
止

喫
煙
及
び
飲
酒
の
禁
止

有
害
施
設
等
へ
の
入
場
規
制

い
れ
ず
み
の
規
制

非
行
誘
発
助
長
行
為
の
防
止

モ
ー
テ
ル
設
置
営
業
の
規
制

学
校
周
辺
の
旅
館
等
に
対
す
る
勧
告

旅
館
業
を
営
む
者
の
届
出

優
良
興
行
及
び
図
書
の
推
奨

優
良
環
境
の
推
奨

興
行
者
等
の
自
主
規
制

立
入
調
査

携
帯
電
話
事
業
者
等
の
フ
ィ
ル
タ
リ

ン
グ
提
供
義
務
等

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続
事
業
者
の

フ
ィ
ル
タ
リ
ン
グ
提
供
義
務
等

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続
端
末
を
公
衆

の
利
用
に
供
す
る
事
業
者
の
フ
ィ
ル

タ
リ
ン
グ
提
供
義
務
等

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続
機
器
製
造
･

販
売
事
業
者
の
フ
ィ
ル
タ
リ
ン
グ
提

供
義
務
等

サ
ー
バ
管
理
者
（
情
報
発
信
者
含

む
）
の
閲
覧
防
止
努
力
義
務
等

保
護
者
の
閲
覧
防
止
努
力
義
務
等

携
帯
電
話
の
フ
ィ
ル
タ
リ
ン
グ
解
除

に
係
る
保
護
者
の
理
由
書
提
出
義
務

ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
等
の
無
線
L
A
N

接
続
時
の
フ
ィ
ル
タ
リ
ン
グ
に
係
る

説
明
義
務
等

 1 北海道 S30. 4. 2 H21. 3.31 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ☆ ☆ ▽ ☆ ☆ ▽  1 北海道

 2 青森県 S54.12.24 H20.10.17 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ △ △ ○ ○ ◎ ☆ ☆ □ ☆ ▽  2 青森県

 3 岩手県 S54.12.21 H19. 3.19 ◎ △ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ △ △ △ ◎ △ ○ ◎ ☆ ☆ □ ☆ ▽  3 岩手県

 4 宮城県 S35. 3.31 H22. 3.24 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ☆ ☆ ▽ ☆ ▽  4 宮城県

 5 秋田県 S53.10. 5 H21. 5.29 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ☆ ☆ ☆ ▽  5 秋田県

 6 山形県 S54. 3.26 H20.12.19 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ ◎ ◎ ▽ ▽  6 山形県

 7 福島県 S53. 3.30 H19. 3.20 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ △ △ ◎ ◎ ◎ ○ △ ○ ○ ○ ◎ □ □ □ ☆ ▽  7 福島県

 8 茨城県 S37.10. 6 H21.10.29 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ △ ◎ ☆ ☆ ▽ ☆  8 茨城県

 9 栃木県 S51. 7. 6 H24.6.15 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎ ■★ ☆ ▽ ☆ ▽ ◆  9 栃木県

10 群馬県 S36. 4. 1 H23. 6.17 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ■★ ▽
※1 ▽ ◆

※1「インターネットを利用することができる端末設備を青少年の利用に供する者」としてイ
ンターネットカフェ、公共施設、電器店などを想定。

10 群馬県

11 埼玉県 S58. 3. 9 H24.12.25 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ■★ ▽
※2 ▽ ◆

※2「インターネット接続端末を公衆の利用に供する者」として、インターネットカフェ、公
共施設、電器店などを想定。

11 埼玉県

12 千葉県 S39.11. 1 H23.12.27 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ★ ▽
※3 ▽ ◆ ★

※3「インターネットの利用をさせる営業を営む者」として、インターネットカフェ、まんが
喫茶、個室ビデオ店の努力義務を規定。

12 千葉県

13 東京都 S39. 8. 1 H22.12.22 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
※4 ○ ○ ◎ ■★ □☆ ▽ ▽ ◆

※4については青少年が質屋に物を入れて、貸付があったときに、警告を発する。
※「東京都デートクラブ営業等の規制に関する条例」は、都知事と東京都公安委員会（警視庁）の共管
条例になっている。具体的には、都知事は、都民や営業者に対する普及啓発、環境改善活動等を行い、
東京都公安委員会は営業者にかかる届出から各種規制、処分等の一連の事務を行う。

13 東京都

14 神奈川県 S30. 1. 4 H22.10.22 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
※5

◎
※5 ◎ ◎ ★ ▽ ▽ ◆ ※5 指定個室営業施設への立入禁止 14 神奈川県

15 新潟県 S52. 3.31 H23.12.28 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎ ◎ △ △ △ △ △ ○ ○ ○ ◎ ■★ ▽ ◆ 15 新潟県

16 富山県 S52. 3.25 H19. 9.28 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ □☆ □☆ □☆▽ □☆ ☆▽ ▽ 16 富山県

17 石川県 H19. 3.22 H21. 7. 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ■★▽ □☆▽ □▽ □▽ ◆ 17 石川県

18 福井県 S39. 4. 1 H20. 3.25 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ △ △ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ □☆ □☆ ▽ □☆ ▽ 18 福井県

19 山梨県 S39. 4. 2 H22. 2. 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ☆ ☆ ▽ ☆ ▽ 19 山梨県

20 長野県 － － 20 長野県

21 岐阜県 S35.11.10 H19. 3.20 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ☆ ☆ ▽ ☆ ▽ 21 岐阜県

22 静岡県 S36.10. 4 H22.12.28 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ★ ☆ □ ☆ ▽ ◆ 22 静岡県

23 愛知県 S36. 3.28 H22.12.17 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎ △ ◎ ☆ ☆ ▽
※6 ☆ 　 ▽

※6「インターネット接続端末を公衆の利用に供する事業者」としては、図書館、インター
ネットカフェなど青少年がインターネットを利用できる端末設備を有する施設の関係者。

23 愛知県

24 三重県 S46.12.24 H19.12.26 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ☆ ☆ ▽
※7 ☆ ▽

※7「インターネットの端末設備を設置して公衆の利用に供する者」として、公共施設やイン
ターネットカフェの管理者等。

24 三重県

25 滋賀県 S52.12.23 H20. 3.28 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ☆ ☆ ▽
※8 ☆ ▽

※8「インターネット接続端末を公衆の利用に供する事業者」としては、いわゆる「インター
ネットカフェ」、｢図書館｣等を対象。

25 滋賀県

26 京都府 S56. 1. 9 H22.10.19 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ★ ▼ ☆
※9 ▽ ◆ ※9「インターネット接続機器」には、携帯電話も含まれる。 26 京都府

27 大阪府 S59. 3.28 H23. 3.22 ◎ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ★ ☆ □ ☆ ▽ ◆ 27 大阪府

28 兵庫県 S38. 3.31 H23.10. 7 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ★ ☆ ■ ☆ ☆ ▼ ◆ 28 兵庫県

29 奈良県 S51.12.22 H19.11.16 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ □▽
※10

□▽
※10

□▽
※10

□▽
※10

▽
※10

▽
※10

※10条例文言上「青少年の健全な育成が阻害されないために必要な措置を講ずる」努力義務が
課されているが、これは「フィルタリング提供」「有害情報閲覧防止措置」も含まれると解釈
している。

29 奈良県

30 和歌山県 S53.10.19 H24. 3.23 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ☆ ☆ ▽ ☆ ▽ ◆ ★ スマートフォン、携帯電話端末等が備える通信機能（Wi-FiやBluetooth）の説明を義務付けている 30 和歌山県

31 鳥取県 S55.12.25 H24.10.12 ◎ △ △ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ★ ☆ ■ ☆ ▽ ▽ ◆ 31 鳥取県

32 島根県 S40. 3.26 H22.12.24 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽
「何人も」の定義は、携帯電話事業者やインターネット接続事業者の全ての関係業者を含み、
有害情報の閲覧防止措置にはフィルタリングの提供を含むものと解釈している。

32 島根県

33 岡山県 S52. 6.16 H23. 3.16 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ■★ □☆ ▽ ☆ ▽ 33 岡山県

34 広島県 S54. 3.13 H24. 7. 6 ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎ ◎ △ ○ △ △ ◎ ○ ○ ◎ ☆ ☆ ▽ ☆ ▽ 34 広島県

35 山口県 S32.12.13 H24. 4. 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ☆ ☆ ▽ ▽ 35 山口県

36 徳島県 S40. 7.19 H22.12.22 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ☆ ☆ ▽ ☆ ▽ 36 徳島県

37 香川県 S27. 8.10 H23.12.20 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ★ ☆ ▽ ☆ ▽ ◆ 37 香川県

38 愛媛県 S42.10. 6 H18. 3.24 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ☆ ☆ □ ☆ ☆ 38 愛媛県

39 高知県 S52.12.22 H21. 3.27 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ □ □ □ □ □ 39 高知県

40 福岡県 S31. 6.30 H24. 3.28 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ★ ☆ □▽※11 ☆ ▽ ◆ ☆
※11「インターネット接続端末を公衆の利用に供する事業者」としては、いわゆる「インター
ネットカフェ」を対象。

40 福岡県

41 佐賀県 S52. 7.29 H24.12.20 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ★ ☆ ▽ ☆
※12 ▽ ◆ ※12 販売業者及び貸付業者に対しての情報提供・説明努力義務 41 佐賀県

42 長崎県 S53. 4. 1 H23.12.27 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ★ ☆ ▽ ☆ ☆ ▽ ◆ 42 長崎県

43 熊本県 S46. 6. 8 H19. 3.16 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ☆ ☆ ▽ ☆ ▽ 43 熊本県

44 大分県 S41. 4.15 H22. 4. 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ □ □ □ □ ▽ 44 大分県

45 宮崎県 S52. 7.28 H19. 7. 4 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ □▽ □▽ 45 宮崎県

46 鹿児島県 S36.12.22 H19. 3.20 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎ ○ ○ ◎ ☆ ☆ ▽ ☆ ▽ 46 鹿児島県

47 沖縄県 S47. 5.15 H23. 3.31 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ▽ ☆ ▽ ☆ ▽ 47 沖縄県

（凡例　　◎: 罰則付きの規制条項がある。　○: 規制条項はあるが、罰則はない。　△: 自主規制のみ。）

最 終
改正年月日

制定年月日

（インターネット上の有害情報に係る規制等の凡例　■: フィルタリング提供義務、□: フィルタリング提供努力義務、◆：フィルタリング解除理由書提出義務、★:
情報提供･説明義務、☆: 情報提供･説明努力義務、▼: 青少年の有害情報閲覧防止義務、▽: 青少年の有害情報閲覧防止努力義務）

都道府県名備　考都道府県名

健全育成を阻害する行為の規制 その他
自販機の

制限
有害図書等の制限 インターネット上の有害情報に係る規制等

規制事項

 



ビデ倫 日倫 ソフ倫 CERO ソフ協 映倫 全審 　備考

北海道 ○ ○ ○ ○ ○ ○

青森県 ○ ○ ×

岩手県 ○ ○ ○ ○ ○

宮城県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

秋田県 × ○ ○ ○ ○ ○ ○

山形県 × ○ ○ ○ ○ ○

福島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

茨城県 ○ ○ ×

栃木県 ○ ○ ○ ○

群馬県 ○ ○ ×

埼玉県 ○ ○ ×

千葉県 ○ ○ ×

東京都 × × ×

神奈川県 ○ ○ ○ ○ 団体指定は努力義務

新潟県 ○ ○ ×

富山県 ○ ○ ×

石川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

福井県 ○ ○ ×

山梨県 ○ ○ ×

長野県 × × ×

岐阜県 ○ ○ ×

静岡県 ○ ○ ×

愛知県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

三重県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

滋賀県 ○ ○ ×

京都府 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

兵庫県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

奈良県 ○ ○ ×

和歌山県 ○ ○ ×

鳥取県 × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

島根県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

岡山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

広島県 × ○ ×

山口県 ○ ○ ×

徳島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

香川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

愛媛県 ○ ○ ×

高知県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

佐賀県 ○ ○ ○   ○※2   ○※2 ○ ○ ※2 規則上は団体指定なし

長崎県 × ○ ○ ○ ○ ○

熊本県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

大分県 × ○ × 団体指定は努力義務

宮崎県 ○ ○ ○ ○ ○

鹿児島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

沖縄県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

（注）：調査時点以降、変更がある、或いは変更予定がある場合、別途ご連絡願います。

都道府県条例による図書類有害指定方法

※  ビデ倫…日本ビデオ倫理協会、ソフ倫…コンピュータソフトウエア倫理機構、映倫…映像倫理機構
    CERO…特定非営利活動法人コンピュータエンターテインメントレーディング機構、
    日倫…日本映像倫理審査機構、ソフ協…コンテンツ・ソフト協同組合、
　　全審…全日本ビデオ倫理審査会　を示す。
※　平成20年7月1日をもって日本ビデオ倫理協会の業務はすべて日本映像倫理審査機構に移管している。

緊急指定 団体指定

包括指定

平成25年1月1日現在



1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

北海道 0 18 0 19 24 0 0 0 6 0 7 0 74

青森県 4 0 9 4 7 6 5 5 5 5 5 4 59

岩手県 7 0 6 6 6 5 5 0 8 6 7 6 62

宮城県 22 20 25 21 26 21 19 13 16 15 15 10 223

秋田県 0 0 7 0 0 7 0 0 7 0 0 5 26

山形県 17 0 17 0 20 0 18 0 18 0 0 21 111

福島県 0 1 0 0 0 3 0 0 0 0 7 0 11

茨城県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 15 15

栃木県 0 12 0 0 14 0 0 5 0 0 9 0 40

群馬県 0 8 0 0 0 0 0 0 8 0 0 0 16

埼玉県 0 0 3 0 0 0 0 0 6 0 0 0 9

千葉県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東京都 2 4 2 3 3 1 2 2 5 3 2 3 32

神奈川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新潟県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

富山県 0 5 11 0 4 5 5 4 7 7 9 6 63

石川県 3 3 3 3 0 6 0 4 0 8 6 0 36

福井県 10 10 13 11 14 12 12 11 10 10 12 12 137

山梨県 8 0 8 0 0 8 0 8 0 8 6 0 46

長野県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岐阜県 0 0 1 0 0 0 1 0 2 0 0 2 6

静岡県 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 36

愛知県 3 7 2 3 3 4 3 6 2 2 2 2 39

三重県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

滋賀県 0 0 7 0 7 9 8 5 6 0 5 9 56

京都府 14 7 0 8 5 5 5 5 5 10 5 5 74

大阪府 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

兵庫県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

奈良県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

和歌山県 19 20 16 14 9 12 12 12 11 13 13 14 165

鳥取県 14 0 0 0 0 9 0 0 0 0 8 0 31

島根県 0 0 0 0 0 0 5 0 0 0 11 0 16

岡山県 4 0 0 4 4 4 0 4 0 4 0 4 28

広島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山口県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

徳島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

香川県 0 0 0 0 0 0 0 7 0 0 0 0 7

愛媛県 0 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 20

高知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福岡県 3 2 1 3 0 9 3 2 2 2 2 2 31

佐賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 2

長崎県 0 0 8 0 0 0 0 29 0 0 0 0 37

熊本県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大分県 8 6 7 6 0 7 9 0 12 0 8 0 63

宮崎県 11 0 0 0 13 0 0 0 0 16 0 0 40

鹿児島県 11 10 11 11 10 0 28 12 11 11 15 11 141

沖縄県 0 0 0 0 8 0 0 0 0 0 0 0 8

計 163 156 160 119 180 136 143 137 152 123 157 134 1,760

都道府県条例による有害指定状況一覧（図書）

平成24年1月～12月



1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

北海道 6 2 4 5 4 12 5 7 12 11 14 8 90

青森県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岩手県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宮城県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

秋田県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山形県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

茨城県 4 6 6 5 0 16 5 7 12 0 25 8 94

栃木県 0 17 0 0 12 0 0 21 0 0 30 0 80

群馬県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

埼玉県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

千葉県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東京都 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神奈川県 8 12 16 11 12 12 11 9 9 7 12 10 129

新潟県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

富山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

石川県 8 0 7 0 9 12 0 5 0 19 24 0 84

福井県 6 2 4 5 4 12 5 7 12 11 14 8 90

山梨県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長野県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岐阜県 6 0 6 5 4 12 5 7 12 11 14 8 90

静岡県 32 6 0 6 0 0 0 0 0 0 0 0 44

愛知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三重県 0 6 2 4 5 4 11 5 7 12 10 22 88

滋賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

京都府 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大阪府 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

兵庫県 6 2 4 5 4 12 5 7 11 11 14 8 89

奈良県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

和歌山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鳥取県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

島根県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岡山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

広島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山口県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

徳島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

香川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛媛県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福岡県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

佐賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長崎県 0 0 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17

熊本県 5 3 6 3 8 11 10 7 8 6 8 6 81

大分県 6 17 0 6 0 24 7 0 18 9 7 6 100

宮崎県 8 2 5 5 4 12 0 12 12 10 14 8 92

鹿児島県 9 9 9 9 9 0 18 12 9 9 9 9 111

沖縄県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 104 84 86 69 75 139 82 106 122 116 195 101 1,279

都道府県条例による有害指定状況一覧（映画）
平成24年1月～12月



1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

北海道 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

青森県 3 5 5 0 5 4 10 6 0 8 4 4 54

岩手県 2 2 3 3 3 3 3 3 3 4 3 3 35

宮城県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

秋田県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山形県 4 0 1 0 4 0 2 0 2 0 0 0 13

福島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

茨城県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

栃木県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

群馬県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

埼玉県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

千葉県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東京都 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神奈川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新潟県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

富山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

石川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福井県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山梨県 15 11 0 0 6 7 0 4 0 3 8 0 54

長野県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岐阜県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

静岡県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三重県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

滋賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

京都府 4 3 0 3 2 2 2 2 2 4 2 2 28

大阪府 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

兵庫県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

奈良県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

和歌山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鳥取県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

島根県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岡山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

広島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山口県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

徳島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

香川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛媛県 0 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 20

高知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福岡県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

佐賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

熊本県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大分県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宮崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鹿児島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

沖縄県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 28 41 9 6 20 16 17 15 7 19 17 9 204

都道府県条例による有害指定状況一覧（ビデオ・DVD）
平成24年1月～12月



 
 
 

 被害児童の早期発見及び支援活動の推進 

今後３年間を目途に児童ポルノを排除す

るための総合的な対策を策定する必要。 

※ 特に留意すべき課題 

① ファイル共有ソフト対策を含めた流通 

・閲覧防止措置の強化 

② 被害者支援を強化するための保護対策

の充実強化 

③ 国際連携を強化するための取組の推進 

留意すべき課題 

インターネット上の児童ポルノ画像等の流通・閲覧防止対策の推進 

第二次児童ポルノ排除総合対策の概要 

児童ポルノの排除に向けた国民運動の推進 

被害防止対策の推進 

被害児童の早期発見及び支援活動の推進 

○ 平成２２年７月の総合対策により、協議会や

シンポジウムを通じた国民運動が推進された

ほか、民間の自主的取組として、インターネット

上の児童ポルノ画像の閲覧防止措置(ブロッキ

ング)が開始されるなど、一定の成果。 

○ しかし、児童ポルノ事犯の送致件数・人員は

増加傾向にあり、平成２４年は 1,596 件 1,268

人といずれも過去最多。 

 大部分がインターネット関連であり、ファイル

共有ソフト利用事犯が急増。 

○ 被害者の約半数は低年齢児童と認められ、

その約８割が強姦や強制わいせつの手段によ

るものであるなど、極めて憂慮すべき事態。 

第二次総合対策の策定背景 

○国民運動の効果的な推進 

 ・地方公共団体やＮＧＯ等関係団体が主催する児童ポルノ排除に向けた取組を積極的に支援。法務省の人権擁

護機関においては、「子どもの人権を守ろう」を啓発活動の年間強調事項の一つとして掲げ、１年を通して全国

各地で、児童ポルノ問題を含む子どもの人権問題について、啓発冊子の配布等の啓発活動を実施。 

○インターネットの危険性及び適切な利用に関する広報・啓発活動 

・学校、地域、家庭等に対し、保護者説明会、非行防止教室等において、出会い系サイトやスマートフォンの

アプリ等インターネットの利用に起因する青少年の犯罪被害の状況に係る情報提供を実施。 

・インターネットを介して知り合った者との安易な交際が犯罪被害やトラブルに発展する危険性があることな

ど、インターネット利用上の注意点について周知。

○ブロッキングの実効性向上に向けた諸対策の推進 

・平成２３年４月から、ＩＳＰ等の関連事業者が自主的にブロッキングを実施しているところ、このような

ブロッキングについて、インターネット利用者の通信の秘密や表現の自由に不当な影響を及ぼさない運用にも

配意しつつ、その実効性の向上が可能となるよう対策を推進。 

○ファイル共有ソフトネットワーク上の流通・閲覧防止対策の推進 

 ・関連事業者と連携して、ファイル共有ソフトネットワーク上の流通・閲覧防止対策を検討し、取組を推進。

○スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、「子どもの人権１１０番」「子どもの人権ＳＯＳミニレ

ター」等を活用した相談体制の充実 

・専門的知識を有するスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを活用した相談体制の整備を支援

するとともに、人権問題専用電話「子どもの人権１１０番」を開設する等、児童ポルノの被害に遭った児童が

相談しやすい体制を整備。 

 

児童ポルノ事犯の取締りの強化 

○悪質な児童ポルノ事犯の徹底検挙 

・サイバーパトロールを推進し、インターネット・ホットラインセンター及び匿名通報ダイヤルからの各種情

報の積極的活用を図り、都道府県警察間の合・共同捜査を積極的に推進し、低年齢児童ポルノ愛好者グループ

による事犯やファイル共有ソフト利用事犯等に重点を置いた捜査を強化。    

諸外国との協力体制の構築と国際連携の強化等 

○「オンラインの児童の性的搾取に対する世界的連携」への積極的な参画 

・平成２４年１２月、我が国を含む２８か国の司法・内務大臣等が参加して「オンラインの児童の性的搾取に

対する世界的連携の設立のための閣僚会合」が開催されたところ、積極的に参画し国際連携を強化。 

○外国捜査機関等との連携の強化 

・ＩＣＰＯやＧ８ローマ・リヨン・グループ等の国際的取組に積極的に参加し、連携態勢を強化。 

(件・人) (ファイル共有ソフト：件) 

ファイル共有ソフト利用事犯送致件数 

児童ポルノ事犯の送致件数等 
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